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９．管理運営・財務 

 ９-１. 管理運営 

中期目標 
【目標１】迅速かつ的確に大学運営上の意思決定を行い、理念・目的の実現に向けた適切な大学運営を行う。 
【目標２】事務職員の意欲・資質向上を図り、多様な業務への対応を可能とするとともに、本学の教職協働・連携 

を促進する。 

（１）常任理事会 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
充実した教育・研究を持続可能な形で推進する学校法人のより効率的な運営が行える組織

作りを行う。また、理事会及び評議員会の定数見直しを行う。学部再編ともあわせた教授会
組織の見直しを行う。同時に教員評価制度を検討する。 

① 事業実績報告

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
・理事会と評議員会、常任理事会の権
限と責任の範囲を明確に規定すると
ともに、それぞれが所定の役割を果
たすための運営方法の適正化と効率
化を図る。 

・学長を通じて教育・研究・地域貢献
活動の現状と課題を把握し、組織ガ
バナンスの仕組みに改善すべき点が
あれば見直す。 

・監事と監査人報告、内部監査室の三
者が相互に連携した業務監査及び財
務監査の機能を高め、法人運営にお
ける法令遵守と危機管理を強化す
る。 

・大学評価委員会による自己点検評価
制度を活用し、組織運営の内部質保
証を図る。あわせて、教学データ分
析に取り組み、学生確保に係わる現
状分析と要因分析、改善策の具体化
を進める。 

・多様な媒体と「大学ポートレート」
を通じた情報公表に取り組み、ステ
ークホルダーへの説明責任を果た
す。 

・理事会と評議員会は、来年度に改選期を迎
えることから、その選出の在り方を含め、
常任理事会も含めたそれぞれの役割につ
いて、検討を始め、寄付行為の改正も視野
に入れた改正を図ることが課題とされた。 

・学長の下で、教養教育や留研の改革が検討
され実施された。地域貢献活動について
も、それを研究する部会が組織され、理解
の深化に貢献した。また、部長職の交代を
機に、組織の仕組みが見直された。 

・監事と会計監査人、内部監査室の三者が相
互に連携した業務監査及び財務監査の機
能を高め、法人運営における法令遵守（コ
ンプライアンス）と危機管理（リスクマネ
ジメント）を強化するため、定期的な三者
協議を実施した。 

・大学評価委員会による自己点検評価制度を
活用し、事業計画の策定と総括的評価を通
じて理事会運営の適正化を図った。また、
教学データ分析（IR）に取り組み、学生確
保（志願者増、中退学予防）に関する現状
分析に取り組んだ。 

・ステークホルダーへの説明責任を果たすた
め、多様な媒体と「大学ポートレート」を
通じた情報公表に取り組んだ。 

・理事と評議員の改選期を迎え、理
事・評議員候補者選考委員会が立
ち上がり、学内の選挙を受けて、
選考を開始した。 

・グローバル科目群の新設が行わ
れ、総合研究所に「地域連携」部
会が創設された。また、コラボレ
ーションセンター長は学生部長
と兼務となり、電算機センター長
は副学長の兼務となった。 

・法人運営の適正化のため、監事と
会計監査人、内部監査室が相互に
連携した業務監査及び財務監査
の機能強化が図られつつある。 

・事業計画の策定と評価を通じて理
事会運営の適正化が図られつつ
ある。IR については入試、教務、
学生生活、就職情報を組合わせた
多角的な分析から得た知見を大
学運営上の意思決定に活かす体
制が整いつつある。 

・理念・目的の実現状況を公表し、
高い公共性を持つ学校法人とし
ての説明責任を果たしている。 

2017
年度 

年次計画内容 
・理事会と評議員会、常任理事会の権限と責任の範囲を明確に規定するとともに、それぞれが所定の役割を果たすための
運営方法の適正化と効率化を図る。 

・学長のリーダーシップの下で大学改革の特定課題に取り組む体制づくりについて検討を進める。 
・監事と会計監査人、内部監査室の三者が相互に連携した業務監査及び財務監査の機能を高め、法人運営における法令遵
守（コンプライアンス）と危機管理（リスクマネジメント）を強化する。 

・大学評価委員会による自己点検評価制度を活用し、組織運営の内部質保証を図る。 
・研究活動の不正行為防止と公的研究費の適正な管理・運営の仕組みを確実に機能させる。 
・多様な媒体と「大学ポートレート」（全国の私立大学の特色や取組を検索できる Web サイト）を通じた情報公表に取り
組み、社会的説明責任を果たす。 

・大学全体の組織力強化を図るため、FD（教員の能力開発）と SD（職員の能力開発）を推進するとともに相互の連携を
促進する。あわせて、BD（理事会の経営力強化）のための研修や調査研究を進める。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
事務組織の見直しと業務の再評価にもとづき職員の人員配置の改善を行うとともに、スタ

ッフディベロップメントの実施を通じて組織・個人の両面から業務遂行能力の向上を図る。 
①SD 実施実績

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
・2015 年度に実施した事務局再編
の成果と問題点を総括的に評価
する。 

・人事の適正化を図るため、採用・
配属・異動・育成・昇格・役職定
年等の考え方とルールを定めた
人事制度の創設について検討を
始める。 

・2016 年度に設置した SD 委員会に
おいて現行の研修制度を点検し、
これを踏まえて SD 委員会の中期
的な目標と行動計画を策定する。 

・2015 年度に実施した事務局再編の総括的評価
に着手した。2017 年度にはこの評価を踏ま
え、改善に向けた基本方針を明らかにする。 

・内部監査室による職員人事に関する業務監査
を受け、その結果を踏まえた改善提言を受け
た。この提言を参照しながら人事制度の素案
づくりを進める。 

・2016 年度、部署を横断したプロジェクト型戦
略事業という枠組で研修プログラムを設計・
運用した。この実績を踏まえ、2017 年度にＳ
Ｄ委員会としての中期目標・行動計画を策定
する。 

・総括的評価は途上であるが、事務
局次長及び課長による点検・評価
を通じて課題が整理されつつあ
る。 

・内部監査を通じ、職員の意欲・資
質向上という観点から人事（異動、
承認等）のあり方を検討する必要
性を認識した。 

・SD 委員会の取組を通じて、教職
協働・連携を促進する観点からの
能力開発の重要性を認識した（FD
との連携など）。 

2017
年度 

年次計画内容 
・2015年度に実施した事務局再編の成果と問題点を総括的に評価し、これを踏まえて改善に向けた基本方針を明らかにする。 
・内部監査室による職員人事に関する改善提言を参照しながら、採用・配属・異動・育成・昇格・役職定年等の考え方と
ルールを定めた人事制度の素案づくりを進める。 

・SD 委員会の中期的な目標と行動計画を策定する。 
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９-２． 財務 

中期目標 
【目標１】教育研究を安定して遂行するために必要な財政基盤を確立する。 

（１）常任理事会 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
学生生徒納付金等の収入が年々減少している現状に照らし合わせて、収入と支出のバラン

スを図る。財務指標として同規模あるいは同系統の全国平均値の維持を目指す。同時に、学
部再編などを通じて安定した学生数の確保と収入増につながる方策を検討・実施する。財務
指標については特に人件費比率の適正化が急務である。 

① 各種財務指標
② 補助金獲得実績
③ 在籍学生数推移

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
・中期的な観点から「財政再建計
画 2016」（仮称）を策定する。
計画立案にあたっては、（1）収
支改善目標の具体化、（2）人件
費負担の年次計画的な軽減、（3）
学生確保と中途退学予防対策の
観点を重視する。 

・収入の増加を図るため、学費改
訂、競争的資金・補助金及び寄
付金の獲得、収益事業、資産運
用の観点から戦略を立案し、実
行に移していく。 

・法人と大学が連携した予算編成
及び統制を担う予算会議の役割
を整理し、必要に応じて経理規
程の改正を検討する。包括的予
算制度の試行を踏まえ、導入に
あたっての課題を整理し、導入
計画を具体化する。 

・大学の発展と持続のために引当
特定資産を目的に応じて適切に
管理する。 

・財務の現状と財政再建の取組み
をステークホルダーに分かりや
すく公表する。 

・学園創立 80 周年を迎える 10 年後、2026 年にお
いて札幌学院大学のあるべき将来像を描いた
「SGU Vision 80」と今後 10 年間の行動計画「財
政再建計画 2017」の第 3 次案をまとめた。これ
は、若手教職員で構成する「将来計画検討ワーキ
ング・グループ」からの提言を踏まえたものであ
る。第 3 次案では、次の 9 つの重点課題を中心に
財政再建に取り組むこととしている。学内構成員
の議論を経て、2017 年度 10 月までに正式決定す
る。 

1） 新札幌への拠点展開と魅力あふれるキャンパ
ス環境の整備 

2） 札幌学院大学にしかできない、新たな時代の
学びの創出 

3） 心理学部が取り組む「心の専門家」の育成に
対する社会からの認知 

4） 新たな市場開拓によるターゲットの拡大 
5） 建学の精神を踏まえた高等教育の機会均等～

奨学事業の充実～ 
6） 大学改革を担う教職員の能力向上と組織力の

強化 
7） 学費以外の収入の増加 
8） 支出の適正化 
9） 引当特定資産及び有価証券・現預金の再構成 

・法人と大学が連携した予算編成及び統制制度の実
質化を図るために予算会議を開催し、経常予算及
び戦略的政策予算の策定と執行状況の把握（成果
と課題の評価）を進めた。広報入試部門で包括的
予算制度を試行したが、4 半期決算による予算執
行管理の適正化を図りつつ、受験生の動向変化に
対応した広報の展開など効率的かつ効果的な事
業遂行が実現し、その有用性が認められた。 

・大学の発展と持続のため、引当特定資産を目的に
応じて適切に管理することを検討した（「財政再
建計画 2017」にその基本方針を盛り込む予定）。 

・公式ホームページを通じて、本法人の事業内容と
財務の現状をステークホルダーに分かりやすく
公表した。 

・2016 年度決算の人件費比率は
76.3％となった（前年度より 4.4
ポイント上昇）。大学系統別全国
平均（文他複数学部）は 55.6％
であり、財政の危機的状況を端
的に表している。「財政再建計画
2017」では、教育研究を安定し
て遂行するための学生の安定的
確保を目指し、拠点展開や学部
再編、学生募集戦略、補助金獲
得等の重要施策に予算と人的資
産を重点配分することを基本と
している。なお、2016 年度は「私
立大学等改革総合支援事業」の
選定を受けることはできなかっ
た。 

・予算会議は法人と大学が連携し
た予算編成及び統制制度の実質
化を図る上で有効に機能してい
る。包括的予算制度については
その効果が期待できる部門に適
用範囲を拡大する（2017 年度は
管財部門を追加する）。 

・引当特定資産の再構成により、
教育研究を安定して遂行するた
めの資金的基盤を確保すること
が期待できる。 

・本法人の事業内容と財務の現状
をステークホルダーに分かりや
すく公表し、高い公共性を持つ
学校法人としての説明責任を果
たしている。 

2017
年度 

年次計画内容 
・学園創立 80 周年を迎える 10 年後、2026 年において札幌学院大学のあるべき将来像を描いた「SGU Vision 80」と今後

10 年間の行動計画「財政再建計画 2017」を策定する。 
・人件費負担の軽減を図るため、本俸の削減に係る特別措置を実施する。一方で、今後の給与体系のあり方について教職
員組合と協議を進める 

・管理経費の抑制を図りつつ、本学のブランド力向上に資する事業に予算を重点配分する。 
・学生確保と中途退学予防に努力することはもとより、補助金収入と 寄附金収入の増加を図る。 
・大学の発展と持続のために引当特定資産を目的に応じて適切に管理する。 
・予算会議の役割を整理し、法人と大学が連携した予算編成及び統制制度の実質化を図る。 
・財務の現状と財政再建の取組みを学生、同窓生、社会に分かりやすく公表する。 
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